









































































































































に分けることができる。もちろん、一つの事件に全ての要素が含まれることもあれば、単独の争点となることもある。　（ⅰ） 、 （ⅱ）は公契約関係に特有のものとはいえないが、課題となるのが、二号の団交応諾の問題のうち、労組法上の使用者性の問題であろう。とくに、委託元等 国や地方公共団体の使用者性が争点となる事例は多い。しかも、不当労働行為の審査に時間 かか こともあって、審査手続の間に、委託契約、指定管理の契約の終了などにより、その後の救済の可能 についての趨勢が決まってしまい、救済の利益を欠くといった決着に至ることがある。　地方自治体を相手方とした団交申し入れにあたり、当該業務や施設を業務委託や指定管理の対象とするか否かにつ




















はなく優先して雇用するとしたことを認めた上で、当該会社を受託者として決定した は、組合結成より前であったこと等から、市が組合員や組合活動を嫌悪 て、 員を排除したものとは認めら ないとした。また 管理の受委託に時間を要し 同年一〇月以降、派遣による運転士で対応したこと ついても、不当労働行為意思に基づいて員を排除したものと認められないと て、労組法七条一号、三 の不当労働行為に当たらないと た。他方 雇止め以降、市が、申立人組合からの団交申し入れを、管理運営事項 団交事項に該当しない、前回の交渉後に新 な問題点がない等として拒否したことは、労組法七条二号の不当労働行為に当たるとした。　
この小松島市事件では、徳島県労委は、非常勤職員の任用終了後、再任用するかしないかは市の裁量に属する管理



























等は、Ａ社との間の車両管理業務委託契約に基づき組合員らを受け入れていたのであって、組合員らとの間に雇用関係は存在しないため、雇用主以外 場合に関する法理が問題となる。そして、組合員らの中には、一人を除きいずれも、国道事務所等から直接 指示又は連絡を受けるべき立場である責任者等の職務に就いたことがなかったにもかかわらず これら組合員らについ は、それぞれ当時勤務していた国道事務所等の所長や職員か 直接口頭 公用車運行の指示を受けていたほか、時間外労働や休日労働等 つ 直接の指示を受けていた者がいた。こ らのこと られば、組合員らの就労に対 ては、 的な指揮命令があったことが認められ とした。　
しかし中労委は、組合の申し入れた団交事項は、組合員らの直接雇用（任用）その他の雇用の確保（例えば、他の





















託契約に基づき、市の小学校に派遣されてＡＬＴ（外国語指導助手） して稼働していた外 人語学教師（Ａ）の直接雇用等に係る団交申し入れにつ て、初審（大阪府労委平二三・九・九命令）は、市は労組法上の使用者 は当たらないとして、救済申立てを却下した。　
中労委は、ＡＬＴ業務は業務委託契約であるものの、組合員Ａの就労実態は、労働者派遣の形態にあったと認めら















人（町）からの委託により保育園を運営している申立外社会福祉法人Ｚが、保育園の給食部門を外部委託することについて町に承認を求めたところ、町は当初、外部委託を無期限延期するとした。これを受け、申立人組合とＺは、「Ｚは、給食部門の外部委託について町の無期限延期の指導を受け入れたことを表明する」ことを合意した。しかし、その後、町はＺから改めて協議を受け、外部委託を承認するに至った。組合は、Ｚを被申立人として北海道労委に対し、不当労働行為救済申立て 行っ が、和解が成立した（和解協定に、上記の合意事項については改めて団交で協議するものとし その協議 は町の同席 求めるものとする旨が記載された） こ 和解協定 従 、町 課長同席の下に団交が行われた。その際、町の課長は組合の質疑について持ち帰って検討するとしたが、町は後日 は同席する みで一切コメントしな などと組合に回答した。本件は、上記回答を受け、組合が町に対し二回 渡っ 申入れた団交に町が応じなかっ ことは不当労働行為であるとして、救済 申立 られた事件である。　
命令は、町は保育業務の委託先であるＺに対し、その職員の採用や人事異動について意見を述べたり 指導するこ





















る。江戸川区立自然動物園等の指定管理者である財団で働くＡ（飼育員）らが、職場におけるＺの言動がひどい等と財団に訴えたところ、区から派遣されている財団事務局長は、朝礼の際に、 「Ｚを手伝わなかった人は動物園に必要ないので辞めてもらうか 異 してもらいた 」旨の発言をした。Ａらは、組合に加入し、二四年二月二〇日、組合は、財団に、来年度の勤務場所及び職場環境の改善等について団体交渉を申し入れ 三月二日から六月八日までの間に、団体交渉が四回開催された。その間の、四月一日、組合員ら（二名）は、自然動物園か みどりの推進係等に配転となった。五月二三日、組合は、区に対し、財団事務局長の退任等を求めて団体交渉を申し入れたが 区は、これに応じなか そこで 組合が、Ａらの配転が組合員に対する不利益取扱い及び組合運営に対する支配介入に当たり、団体交渉 おける 対応が不誠実な団体交渉に当たり、区が団体交渉に応じなかったことが正当な理由のない団体交渉拒否に当たるとして、救済申立をし 事案である。　
都労委は、Ａの配転及び財団の不誠実団交について救済申立を認容したが、区は、財団職員の基本的労働条件につ





















































しないことにより、十分な保護がなされない が問題となっている。自治体レベルにお て公契約条例の制定が進んでいることを踏まえれば、将来的には立 的な措置 求められよう。　
三で検討した労委命令は、公契約の現場において労使紛争が発生した際 事後的救済の限界を示しているともいえ


















野田市公契条例（平成二二年四月施行） 、川崎市契約条例（改正） （二三年四月施行） 、多摩市公契約条例（二三年四月施行） 、相模



































































 三） （本の泉社、二〇一一年） 、永山利和・自治体問題研究所『公契約条例（法）がひらく公共事業としごとの可能性』 （自































二別中労時一三八六号四二頁、東京地判平二三・三・一七労経速二〇一五号一三頁） 、ヤンマー 中労委平二二・一 ・一〇別中労時一四一二号一頁）等がある。
（
（（）　
判例評釈として吉田美喜夫「市立小学校の外国語助手（ＡＬＴ）の直用 要求と団体交渉上の使用者」中労委時報一一六八号四頁
（
（（）　
当該配転に係る民事訴訟は、公益法人えどがわ環境財団事件（労判一一一五号六八頁） 。
（
（（）　
総務省『公の施設の指定管理者制度の導入状況等 関する調査結果』の概要によれば、平成二四年四月一日現在、指定管理者制度
が導入されている施設数は七三、四七六施設（都道府県
 七一二三施設、指定都市
 七六四一施設、市区町村
 五八七一二施設） 、約三割
の施設で民間企業等（株式会社、ＮＰＯ法人、学校法人、医療法人等）が指定管理者に指定されているところ 労働法令の遵守や雇
日本における公契約と集団的労使関係（山本）

四五
用・労働条件への配慮について、約六割の施設で選定時や協定等に提示。
（
（（）　
労働条項については、小畑精武「公契約条例のひろがりといくつかの課題─賃金・労働条項をめぐって」労旬一八二〇号四七頁に
詳しい。
（
（（）　
例えば平成二六年四月制定の相模原市の「相模原市公契約条例の手引き（指定管理者版） 」には、参考法令として労基法、労基則、
割増賃金政令、最賃法、最賃則、生活保護法、警備業法はあるが、労組法や労調法はない。
（
（（）　
たとえば都道府県労委でのあっせんの利用を盛り込む等が考えられる。委託元が都道府県の場合であっても、委託元と労委の設置
地方公共団体が共通であることは障害にならないと考える。
（
（（）　
さしあたり、労使関係研究会報告書「労働組合法上の労働者性の判断基準について」 平成二三年七月）の公契約バージョンの作
成が考えられる。
（本稿は公益信託日新製糖奨学育英基金の奨学金を得て執筆した）
